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　宮下知事は９月２０日、次期基本計画

の原案を示しました。基本計画は、県行

政の基本方向を総合的・体系的に示した

もので、５年に１回見直されています。

　宮下知事が示した原案は、２０４０年

をみすえた「めざす姿」を示し、「ＡＸ＝

日本国憲法をいかす立場で
　「地方自治の本旨」（日本国憲法
第 92 条）にたった行政運営を自
覚的に行うためにも、基本計画策
定の目的として、「日本国憲法にも
とづく」ことを書き込むべきと考
える。

　基本理念のなかに「政策点検の
視点」を新設し、次の 2 つを位置
付けることを提案する。
　一つはジェンダー平等。県行政
の現状が、ジェンダーバイアスに
よってゆがめられていないかどう
か、また政策の一つひとつがジェ
ンダー平等の前進に資するものな
のかどうか、常に点検する視点を
すえる必要がある。
　もう一つは若者視点。ウェール
ズの未来世代法をイメージし、県
のあらゆる意思決定を未来世代の
利益が十分に配慮されているかど
うかで点検すべきである。

「政策点検の視点」の新設を「政策点検の視点」の新設を
未来への責任とジェンダー平等の視点で

　この２つの視点を「基本理念」
にすえることで、ジェンダー平
等と若者の未来を県の基本姿勢
として明確にできると考える。

「男女共同参画の推進」を

　原案では「男女共同参画の
推進」を「家庭生活における」
ものだけにとどめてしまって
います。これでは視野が狭す
ぎます。
　党県議団は、「男女共同参画
の推進」を、女性のエンパワー
メントの部分に位置付けるよ
うに意見を出しました。

「対話」重視を歓迎
　基本理念をめざす基盤の一つに
「対話」をすえ、「県民の声にしっ
かりと耳を傾ける」「県民の主体
的な行動や県と県民との協働が欠
かせない」などとしたことは評価
したい。（それにふさわしく）基
本計画全体に「対話」を重視した
記述があってしかるべき。

　脱炭素にむけたとりくみを加速
化させるために、自然・地域との
共生の原則をすえたことを歓迎し
たい。「植民地型」「環境破壊型」
となっている乱開発型の再生可能
エネルギーに適切な規制をかけな
がら地産地消の再生可能エネル
ギーの普及をはかるという本県な
らではの２１世紀型再エネ促進モ
デルを構築してほしい。

　同時に、この部分のなかに、
脱炭素の目標を明記すべき。そ
の際、三村前知事が行った
「2050 年までに温室効果ガス排
出実質ゼロ」とした宣言の目標
年次を前倒しし、より積極的な
目標をもつことを求める。

　「教育改革」の名のもとで、学校
現場に新たな課題が押し付けられ、
結果として多忙化が加速したとい
うのがこの間の経緯。「教職員が子
どもと向き合う時間を十分に確保
する」ことに本気で取り組む気が
あるなら、教職員の抜本増――と
りわけ定数増を基本計画にすえる
べきと考える。

　子どもにかかわるあらゆる政策
の基本理念・指針として、子ども
の権利条約をすえるべき。

　原子力施設の安全確保について、
県独自で検証する機能をもつべき
と考える。
　また原子力の避難計画について
は、計画策定・検証・訓練のあら
ゆる段階で住民参加を保障するこ
とを「基本計画」として書き込む
べきである。
　さらに、高レベル放射性廃棄物

の最終処分地にしない決意を基本計
画に書き込む必要があると考える。
　なお、原子力関連の政策が「環境」
に位置づけられていることはそぐわ
ない。そもそも、事故による未曽有
の危機をひろげた技術に依拠し、廃
棄物処理など先々の見通しもなく、
多額の費用をかけて事業を続け、
個々の事業がつまずくことで全体に

影響が及ぶことを固有の性格と
している原発・核燃政策を推進
することを前提としていること
に問題がある。同時に、いった
ん関連施設を受け入れた以上、
原発・核燃政策の転換があった
としても、廃炉などのために必
要な一定の共存期間が続くこと
を考慮する必要がある。基本計
画で原子力施設に言及するので
あれば、撤退戦略を正面にすえ
たうえで「持続可能な地域社会
の形成」の部分に編入すること
を提案する。

「子ども権利条約」に基づいて

教職員の抜本増を
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脱炭素の目標をより積極的に脱炭素の目標をより積極的に

原発・核燃からの撤退戦略を原発・核燃からの撤退戦略を

青森大変革」を基本理念とし、「挑戦」「対話」

「ＤＸ」を変革の基盤としたうえで、７つ

の政策テーマを掲げました。

　この原案をもとに、パブリックコメン

ト（１０月１９日まで）が行われています。

次の議会で採択される見通しです。

　県議会議長から、各会派の意見提出が

求められました。日本共産党青森県議団

として提出した意見の一部

を紹介します（全文は、よ

しまた洋ＨＰに掲載してい

ます;ＱＲコードから）。

だけにしてはならない家庭内の課題
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